
はじめに

わが国は 2007 年に世界一の超高齢社会に突入し，

2020 年には 65 歳以上の人口が全体の約 30％になると

予想されている．超高齢社会では日常生活の基本的な

動作ができなくなる「要介護」透析患者も増加するで

あろうが，「要介護透析患者」に限って透析中止に関す

る問題点を論ずることは難しい．「要介護透析患者」

を一般化できないからである．自律性あり，積極的に

仕事をし，人生を楽しんでいるが両下肢切断のため通

院介助を必要としている要介護患者と，昇圧剤の点滴

を必要とする遷延性意識障害の要介護患者を同列に論

じることはできない．しかし後者のような例では透析

療法の継続が困難となり，本人や家族から透析中止の

相談をうけることも考えられるので，透析中止が考慮

される状況と対応について考察する．

Ⅰ．透析療法の継続中止を決定するプロセス

患者が自らの受ける治療に関して十分な情報を得た

うえで決定するという自己決定権は現代医療の大原則

である．この自己決定権には治療を中止する権利も含

まれる．がんの化学療法でも，高血圧に対する降圧薬

にしても，ひとたび治療を開始したら絶対に中止でき

ないというのであれば，患者は有効と思われる治療さ

えも躊躇しかねない．ただし透析療法が化学療法や降

圧薬と異なるのは，治療中止が数日から数週間後の死

につながる，延命治療の面をもっているところにある．

そのため患者が「やめたい」といえばすぐに中止でき

るわけではなく，透析継続の中止を決定するためにと

るべきプロセスがある．

維持透析を中止するには中止する患者の意思表示が

必要である．そのうえで共同の意思決定を行う．患者

の精神状態が正常で，正当な判断力に基づいた決定で

あることを確認し，透析中止以外の解決策，選択肢が

ないかを相談し，さらに透析中止後の治療法について

話し合うためにも，患者，家族，透析スタッフ，客観

的な立場から判断できる第三者を加え，患者にとって

最善と考えられる治療方針を選択したい．透析中止に

関する話し合いの内容は診療録に必ず記載し，当事者

だけの話し合いで結論をだすのではなく倫理委員会と

施設長の承認を得る．

判断力がなく，意思表示できない終末期患者に対し

ての透析継続にあたって，家族や透析スタッフが悩む

ことがある．脳血管障害から遷延性意識障害に陥った

時や，高度の認知症で患者が透析療法を拒む場合など

である．英国，カナダ，米国では透析中止にあたって

の手順や指針が作成され，法的な判断もある，米国の

／腎臓医協会・腎臓学会（RPA／ASN）が 2010 年に改訂

した「透析療法における共同の意思決定」では透析を

差し控えたり中止する状況として「正当な判断力のあ

る患者が，十分な情報を提供され理解したうえで透析

中止を希望する場合，判断力がない患者では事前に口

頭ないし文書で透析中止を指示している場合，あるい

は適切に指名された法的代理人が透析中止を希望した

場合，非可逆的な高度の神経障害により思考能力，感

覚，合目的な行動，自己ならびに環境を認識できない

場合」としている．

わが国には「透析中止」のガイドラインもなく，事

前指定書による尊厳死も法的には認められていない．

こうした状況で，患者の意思表示なしに透析中止を決

定することは難しい．岡田は終末期に透析中止を考え

るのではなく，体液量と尿毒素濃度が許容範囲内の場

合には生命維持のための透析をする必要はないため，

「透析延期」を考えるべきと提案している1M．透析中止

後の生命予後は，DOPPS の報告では平均 7.8 日とさ

れるが，約 4％の患者は 30 日以上生存し，なかには 65
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日以上の生存例も報告されている2)．適切な支持療法

によって透析延期状態でも一定期間の「延命」は可能

／であろう．「週 3 回，Kt／V＞1.2 の維持血液透析」か

「透析中止」かという二者択一ではなく，その中間の選

択肢があってもよい．生命の危険が迫った場合や体液

過剰による呼吸苦を軽減するための緊急避難的透析

や，症状緩和の透析という中間的な選択である．栄養

療法と類似する点があるので表 1に示した．経口摂取

ができ，食事を楽しんでいるが，経口摂取だけでは栄

養所要量に至らない患者に対して，経管栄養を全員に

行うわけではないだろう．

Ⅱ．透析中止が提案される状況とは

透析中止が提案される状況には，（1）患者が中止を

希望する，（2）患者以外の第三者が中止を要請する場

合がある．

患者が中止を希望する要因として，大平は，①透析

療法に対する不安，誤解，②身体的な苦痛（頻回に発

生するアクセストラブル，四肢の壊死，持続的疼痛な

ど），③制限の多い生活や苦痛の多い透析に対する不

満感，嫌悪感，④透析の長期継続に起因する心身の疲

弊感（燃え尽き症候群），⑤他者に依存する生活や生

きる意義にかかわる達成感の欠如，挫折感，孤独感，

煩わしさ，焦燥感，⑥家族などへの負担増に対する葛

／藤（罪悪感），⑦心の三つの痛み（mental／psycho-

logical, spiritual, religious），⑧その他，をあげている3)．

患者以外の第三者が中止を提案，要請する状況とし

ては，患者家族が透析継続が患者の苦痛を増すと判断

したとき，家族の介護負担が限界となったとき，透析

スタッフ・医師が透析実施が技術的に困難であったり，

透析療法の患者への利益より不利益が多いと感じる場

合がある．

医療資源の公正な分配，という観点から社会が特定

の患者群に対して透析差し控えを要請することも考え

られる．透析医療費が莫大であることが取りあげられ

ることもあるが，現在の日本の経済状況からは「救助

原則（the rule of rescue）」から透析療法の公的支援は

正当化されるだろう．

救助原則とは特定の人の命が大きな危険にさらされ

ており，その人の命を救える可能性が高い介入（救助）

が存在するとき，「誰が助けられたかを特定できない

状況よりも，この救助の状況においてのほうが得られ

る生存年数あたりの資金をより多く使うことが通常は

正当化される」というもので4,5)，海難事故，落盤事故

などでは国内外からの援助で天文学的な経費がかかっ

たとしても人道的にこの行為に異をとなえるものはい

ないだろう．

Ⅲ．透析中止が提案されたときにどのように

判断するか

要介護の有無や年齢にかかわらず正当な判断力のあ

る透析患者が熟慮のすえに透析中止を決断し，要請し

た場合には患者の自己決定権を尊重し，前述したプロ

セスをとったうえで透析中止は許容される．

要介護患者本人や家族が透析中止を提案したときは

どうだろうか．要介護患者が透析中止を希望する要因

として，大平の分類からは，②身体的な苦痛，③ 制限

の多い生活や苦痛の多い透析に対する不満感，嫌悪感，
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透析に関連する特別な症状や合併症を生じさせる
ことなく，生体内環境を可能な限り腎機能が正常
な場合に近づけ，かつ死亡率を可能な限り低下さ
せるような透析方法

／ ／ ／ ／Kt／V＞1.4／回の HD，Kt／V＞1.7／wk の CAPD

適正透析

栄養・水分補給末期腎不全に対するRRT

体液過剰，全身浮腫に伴う苦痛，致死的電解質異
常などを防ぎ，少なくとも短期的には生存・QOL
維持に有用な透析療法

一回 3時間のHD，一日 3回交換のCAPD

症状緩和の
透析療法

�) 経口摂取可能な範囲

�) 可能な範囲の経管栄養
（下痢・誤嚥をおこさな
い)

透析によって緩和できる症状が出現すれば本人に
苦痛負担ない範囲での緩和透析

溢水，高K 時の臨時HD，週 2，3回の PD

定期透析の
保留

表 1

NST からみれば介入改善の
余地はあるが，一般的に許容
範囲の栄養補充

いっさいの栄養・水分補充の
停止

機器を用いたRRTを差し控える・中止する

支持療法による腎不全治療
（薬物による苦痛緩和含む)

Nonaggressive renal care

透析療法の
恒久的中止

生存率・QOLの最大化

各種栄養指標

／エネルギー＞28〜30 kcal／kg

／ ／蛋白＞0.8 g／kg／day



④透析の長期継続に起因する心身の疲弊感，⑤他者

に依存する生活や生きる意義にかかわる達成感の欠

如，挫折感，孤独感，煩わしさ，焦燥感，⑥家族など

への負担増に対する葛藤（罪悪感）が考えられる．こ

うした問題が生じたときに，当事者だけで対応しよう

としても限界がある．身体的苦痛，制限の多い生活，

家族の負担などに対しては透析療法の処方変更，看護，

介護の工夫で軽減できることもあるし，精神的な面で

はサイコネフロロジーの専門家や経験が役立つだろ

う．患者，家族，透析スタッフだけで悩むのではなく

積極的にいろいろな職種の専門家のアドバイスを求め

たい．

結 語

要介護を理由に透析療法を制限するのは救助原則に

反し，許容されない．透析非導入・中止を考えるので

はなく，医療・介護連携による負担軽減を探りたい．

要介護透析患者が「要介護」以外の理由で透析療法

の中止を希望する状況もある．医学，看護学，介護，

福祉，社会学，法学，哲学（生命倫理学，政治・法哲

学）など多領域の専門家を含めて透析療法の非導入・

中止選択に関して議論する必要があろう．
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